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高齢者肺炎球菌ワクチン接種の対象拡大に関する要望書 
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66歳以上高齢者への肺炎球菌結合型ワクチン（PCV） 

定期接種機会の拡大に関する要望書 

要望事項 

• 65 歳時に定期接種を受けられなかった高齢者に対する公的キャッチアップ接種機会

を設けること。 

• 定期接種対象を 66 歳以上の高齢者にも拡大すること。 

• 肺炎球菌結合型ワクチン PCV20 ならびに今後定期接種として承認された場合、肺

炎球菌結合型ワクチン PCV21 も対象とすること。 

要望の趣旨 

肺炎は日本における主要死因の一つであり、高齢者では入院、ADL 低下、フレイル、要

介護状態、健康寿命の短縮につながる重要な疾患です。肺炎球菌結合型ワクチン

（PCV）は高齢者肺炎予防の中心的戦略です。ACP 日本支部は、65 歳時に接種機会を逸

した高齢者へのキャッチアップ接種と、66 歳以上への定期接種機会の拡大を強く要望

します。これは健康寿命の延伸と医療・介護費の抑制に資する重要な公衆衛生施策で

す。 

要望の背景説明 

肺炎は現在も日本における主要死因の一つであり、2024 年人口動態統計では死因第 5

位となっています。また、第 6 位である誤嚥性肺炎を含めると、実質的には第 4 位に相

当する極めて重要な疾患です。 

さらに、肺炎による死亡者の 95％以上を高齢者が占めており、70 歳代、80 歳代、90

歳代と年齢が上がるにつれて肺炎死亡率は著明に増加します。肺炎は死亡のみならず、

入院、ADL 低下、フレイル化、要介護状態への移行、さらには健康寿命短縮にも大きく

関与しており、高齢者医療における重要課題です。 

市中肺炎の原因菌としては肺炎球菌の割合が最も高く、肺炎球菌ワクチン接種は高齢者

肺炎予防の中心的戦略であると考えられます。 
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本邦では 2014 年 10 月より、高齢者に対する 23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワク

チン（PPSV23）の定期接種が導入されました。しかし、65 歳における定期接種率は

40％程度にとどまっております。また、制度開始時には 65 歳から 5 歳刻みで接種機会

を提供する経過措置が設けられていましたが、この措置は 2024 年 3 月をもって終了し

ました。 

その結果、2024 年度以降は 65 歳（一部 60～64 歳のハイリスク者を含む）のみが定期

接種対象となり、66 歳以上の高齢者は、年齢とともに肺炎リスクが上昇するにもかか

わらず、公的接種機会を持たない状況となっています。 

特に、現在の制度では、『65 歳時に接種を受けなかった者』や、『定期接種制度開始

前に接種機会を逸した高齢者』に対する公的キャッチアップ機会が存在せず、高齢化が

進む本邦において、高リスク高齢者層に接種機会が十分提供されていない状況が生じて

います。 

一方、米国、英国、カナダなどでは、50 歳以上あるいは 65 歳以上の高齢者全体に対し

肺炎球菌ワクチン接種機会が提供されています。これらの国では、成人に対する肺炎球

菌結合型ワクチン（PCV）が既に推奨・導入されており、莢膜多糖ワクチン PPSV23 の

接種歴の有無にかかわらず、PCV 未接種者に対する PCV 接種が推奨されている国もあ

ります。 

日本においても 2026 年 4 月より PCV20 が定期接種に導入されました。PCV は従来の

PPSV23 と比較し、より持続的な免疫誘導と高い予防効果が期待されており、今後の高

齢者肺炎予防政策の中心となるワクチンと考えられます。しかしながら、現時点では接

種機会が 65 歳の 1 年間のみに限定されております。 

現在進行中の厚生科学審議会での議論においても、70 歳における PCV20 接種の費用対

効果は良好であることが既に示されています。公的分析では、増分費用効果比（ICER）

は、65 歳では約 116 万円/QALY、70 歳では約 191 万円/QALY と報告されており、一

般的に費用対効果に優れるとされる 500 万円/QALY を大きく下回っています。一方で

75 歳で 931 万円、80 歳で 1190 万円と示されており、500 万円/QALY を約 2 倍程度、

上回っております。 

さらに、企業分析では、65 歳以上高齢者全体を対象とした場合でも、PCV20 および

PCV21 はいずれも費用対効果に優れる可能性が示されています。 

我々内科医は日常診療において、高齢者肺炎による入院、ADL 低下、誤嚥性肺炎反復、

施設入所、さらには死亡に至る症例を数多く経験しております。高齢者肺炎予防は、単

なる感染症予防にとどまらず、健康寿命延伸および高齢者医療費抑制の観点からも極め

て重要であると考えます。 
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つきましては、現在継続中の高齢者肺炎球菌ワクチン制度議論において、65 歳のみな

らず、少なくとも 66 歳以上の高齢者にも肺炎球菌結合型ワクチン定期接種の公的接種

機会を拡大していただくことを強く要望いたします。 
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